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はしがき

　アジア経済研究所では，アジア各国の政治，経済，対外関係に関する動向を的確に伝えることを
目的に，1970 年以降毎年『アジア動向年報』を発行してきました。時代とともに対象国・地域も
変化し，現在は 23 のアジアの国・地域およびアメリカの対アジア関係をカバーしています。事業
開始から 50 年以上経ちましたが，アジア各国・地域を長年観察してきた所内外の研究者が現地の
一次資料や現地調査に基づき，その年に起きた重要な出来事や変化を解説するというスタイルは現
在でも変わっていません。執筆者が交代しても，同じフォーマットで50年以上にわたりアジア各国・
地域の動向を伝える書は，世界をみても類似のものはないといってよいでしょう。
　『アジア動向年報』には 2 つの役割があります。ひとつは，アジア各国・地域で起きた事象の時
事的な解説を行うとともに，その歴史的背景や意味についても明らかにし，アジア各国を理解する
うえで有用な情報を提供することです。もうひとつは，歴史を振り返る資料としての役割です。と
はいえ，現在の『アジア動向年報』は各年単位で読む仕様となっており，各国の動向を時系列で追
うには不便との声が寄せられてきました。
　そこで 50 年分の蓄積を生かし，既刊の年報から各国の章を抽出して 10 年ごとに 1 冊に束ね，
各国の動向を 10 年単位で把握できるよう，『アジア動向年報〈バンドル版〉』を作成することに
なりました。既刊のものをまとめるだけでなく，冒頭には第一線の研究者が新たに執筆した各国
の 10 年間を理解するための解説を付しています。これにより，各国の長期の動向をより理解し
やすくなり，多くの方にご利用いただけるのではないかと思います。2021 年の第 1 巻（2010 ～
2019 年），2022 年の第 2 巻（2000 ～ 2009 年）に続き，今回は 1990 ～ 1999 年までの 10 年
分を第 3 巻として公刊します。今後は 1970 年までさかのぼり計 5 巻作成する予定です。
　なお，本バンドル版はこれまでの A5 判と異なり，B5 判で制作しています。これは『アジア動
向年報』の判型が 1990 年代の途中で B5 判から A5 判に変更されており，判型をどちらかに統一
する必要があったためです。また判型の変更とともに本文の体裁も 2 段組みから 1 段組みとなっ
たため，既存部分のレイアウトが 1994 年前後で異なっています。あらかじめご承知おきください。
　今回のバンドル版もまた価値ある資料として，アジア各国・地域を理解する一助となることを願っ
ています。

　2024 年２月

日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

深尾京司
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　1990年代の朝鮮民主主義人民共和国（本章
では以下「朝鮮」と略する）では，1994年に
初代最高指導者金日成が死去したことにより，
すでに後継者に定められていたその息子の金正
日が二代目の最高指導者となり，金正日にすべ
ての権限が集中した政治体制が確立された。
　経済については，国際社会主義市場が崩壊し
たことに加えて，1995年の水害をきっかけに
食糧難，エネルギー不足に陥ったことにより，
1996年から「苦難の行軍」と名づけられた非
常態勢がとられた。そのなかで，国際機関から
の援助の受け入れ，発電所建設の推進，土地整
理などの生産回復の努力に加え，工業部門にお
ける経済指導機関の簡素化や企業の国家に対す
る納付制度の改編が進められた。
　対外関係では，アメリカが強く懸念する核開
発疑惑問題をめぐって1993年に次官級の対話
が始まった。1994年に朝米間で核に関連する
基本合意文が調印され，1999年にアメリカで
ミサイル開発問題に関するペリー報告が提出さ
れて関係改善の道筋が示されたが，2000年末
のアメリカの大統領選挙の結果により民主党か

ら共和党への政権交代が決まったことで，改善
に向けた動きは停滞することになった。

国内政治

金正日体制の成立と人工衛星の発射
　1990年代には，初代最高指導者金日成から
その後継者金正日へと，公式的な権限移譲が段
階的に行われ，金正日を中心とした政治体制が
確立された。金正日はすでに1974年2月13日
に後継者に指名されていたが，このことは曖昧
な形で一部の在日朝鮮人たちに伝達あるいは
訪朝した報道関係者などにリークされてきた。
1980年10月に金正日は公の席に姿を現し，同
時に金日成の後継者であることが明確にされ
た。そして，1980年代に金正日は党組織のみ
ならず軍隊や国家機関に影響力を行使するよう
になっていた。1991年12月25日に金正日が人
民軍最高司令官に就任したことは，権限の委譲
がそれまでの非公式なものから公式的に形式を
整えたものに変わったことを示していた。そし
て，1993年4月9日に金正日が国防委員会委員
長に就任したことにより，法体系上，金日成の
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軍事に関する権限はすべて金正日の手に移っ
た。
　1994年7月8日に金日成が死去した際，金日
成の主要な職責は朝鮮労働党総秘書（総書記）
と国家主席であった。金正日はすぐに金日成の
職責を継ぐことはせず，3年間の喪の期間を置
いた後，このうち党総秘書に就任した。この党
総秘書は本来，党規約によれば，党大会で選出
されるべき職責であったが，金正日の就任は，
各地方および各級の党組織がそれぞれに金正日
の党総秘書「推戴」を決議し，1997年10月8
日に党中央委員会が突然その「推戴」を発表す
るという形式で行われた。党総秘書就任が正規
の手続きを経ずになされたことは，今後，金正
日の地位と権威が党規約などの規則から超然と
した絶対的なものになることを意味していた。
そして，党大会やそれに準じる党代表者会や党
中央委員会全員会議は，金正日が次の後継体制
を準備するようになる2010年まで開かれるこ
とはなかった。
　金正日が党総秘書に就任した翌年である
1998年8月31日には人工衛星「光明星-1号」
が打ち上げられ，祝賀的な雰囲気のなか，9月
5日に最高人民会議第10期第1次会議が開かれ
た。内外では金正日が国家主席に就くものと思
われていたが，金正日は国家主席に就くことは
なく，憲法の改正によって，故・金日成主席は「永
遠の主席」であると規定され，国家主席制度が
廃止された。そして，これまで政府は中央人民
委員会と内閣に分かれていたのが内閣に一元化
された。金正日は国家機構のなかでは国防委員
会委員長として軍隊の指導者であり続けた。一
方，地方では，中央の政治機関が単純化された
のに続き，人民委員会と行政経済指導委員会に

分かれていた政治・行政機関が人民委員会に一
元化された。

経 済

国際社会主義市場の喪失と水害
　1990年代の朝鮮は深刻な経済危機に陥った。
まず，1980年代末から東欧で社会主義政権が
倒れ，ソ連を中心とした国際社会主義市場が機
能しなくなったことにより，それまで朝鮮の貿
易の大半を占めていたソ連および東欧諸国との
貿易が急減し，経済協力の多くもなくなった。
とくに最大の貿易相手国であったソ連との貿易
は1990年から1991年の間に三分の一に激減し
てしまった。貿易の減少は長期計画の進捗にも
影響を及ぼし，1993年には第3次7カ年計画を
目標未達成のまま終了することになった。朝鮮
の党と政府は輸出品の開拓に力を入れるととも
に，1991年12月28日に外国投資を受け入れる
ための経済特区である「羅津・先鋒自由経済貿
易地帯」の設置を発表するなどの措置を講じた
ものの，期待されたほどの投資が来ることはな
かった。
　さらに，1995年には集中豪雨による水害で，
農地の土壌流出などによる食糧難，炭鉱の水没
などによるエネルギー不足に見舞われることに
なった。そして1996年にも水害が続き，食糧
のみならず工業部門への投資資源が枯渇したこ
とで，人々が生産現場を離れて食糧や日用品の
入手に奔走する事態に陥った。国家予算収入
の規模でみても，1995年は31.6％減，96年は
16.5％減，97年は2.9％減（いずれも前年比）と，
縮小が続いた。ただし経済の落ち込みは1997
年に底を打ち，国家予算収入は1998年に前年
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比0.4％増，1999年に同3.0％増となり，緩や
かな回復を見せた。
　経済危機に対して，党は1996年1月1日に「苦
難の行軍」という非常態勢に入ることを宣言し
た。食糧難に対しては，党機関，軍隊，勤労団
体などが田植え，草取りなどに動員された。党
と政府は，国連食糧農業機関（FAO），国連世
界食糧計画（WFP）や二国間交渉を通じて海
外に緊急援助を求めた。FAOやWFPの協力の
もと，コメ，トウモロコシの作付けに重点を置
いた従来の画一的な政策を改め，1996年から
土壌にあった作物の作付けを進める「適地適作」
政策をとるとともに，二期作，二毛作を推進し
た。そして，1998年9月から水害被害の復旧
を兼ねて農地を開墾する土地整理事業が国防委
員会の指揮の下に実施されるようになった。
　エネルギー不足に関しては，1996年4月13
日に南浦市降仙にある十二月火力発電所が操
業を開始し，9月18日には江原道の金剛山発電
所（現・安辺青年発電所）も第1段階工事を完
工して操業を開始したほか，慈江道で1997年
3月～8月に29カ所の中小型発電所が建設され
た。
　こうした生産回復の努力とともに，工業部門
では経済指導組織の再構成，国営企業の国家へ
の納付金体系の改編が進められた。従来，国営
企業の生産活動に関して，中央機関の役割は技
術指導に限られ，日常の生産活動に対する指導
は地方機関の役割であったが，中央と地方の政
治および行政機関が単純化されるのにしたがっ
て，国営企業の生産活動に関する指導は中央
機関に一本化された。そして，国営企業の納付
金も従来は地方機関を経由して集められていた
が，国営企業が中央機関に直接納付することに

なった。そして，1999年からは国営企業およ
びその企業連合の統廃合，企業間債務の免除な
どが進められた。
　なお，食糧難による餓死者数については，公
式の発表はない。数百万人という亡命者の情報
もあるが，後に在日朝鮮人研究者が人口統計か
ら計算したところでは，1994～2000年の間に
33万6000人となっており，本章執筆時点では
これがもっとも説得的な数値である（文浩一『朝
鮮民主主義人民共和国の人口変動』明石書店
2011年）。

対外関係

アメリカとの関係改善を模索
　朝鮮は1972年からアメリカに対して関係改
善を呼びかけ，1988年からは朝米間で参事官
級の協議が始まっていたが，1989年に東西冷
戦が終結したことで，朝鮮にとってアメリカと
の関係改善は最も重要な課題となった。1990
年にはアメリカの要求に応じて，朝鮮戦争時の
米兵遺骨の発掘と返還を進め，また，韓国側と
の関係改善に乗り出して総理級の南北高位級
会談を実現した。1991年には，アメリカが在
韓米軍に配備していた核兵器を撤収し，朝鮮
も国際原子力機関（IAEA）による核査察を受
け入れる意向を表明した。1992年にはアメリ
カと韓国が1976年から実施してきた大規模な
合同軍事演習「チームスピリット」を中止し，
IAEAの朝鮮の核施設に対する査察が始まっ
た。
　核査察は1992年5月から始まったが，IAEA
は廃液などのサンプルに対する放射性物質の組
成と量の調査から，朝鮮が1個ないし2個の原
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子爆弾を製造することができるプルトニウム
を隠匿しているのではないかという疑念を持っ
た。また，IAEAはアメリカの偵察衛星による
情報から，査察対象として申告されていない2
カ所の施設をプルトニウムの貯蔵庫であるとみ
なしてそれらに対する査察を要求するように
なった。これに対して，朝鮮側は，放射性物質
の組成と量についての問題は，過去に実施した
基礎実験の廃液とその後の実験での廃液を同じ
排水タンクに入れておいたために生じた結果で
あって不自然なものではなく，申告したものの
ほかにプルトニウムを抽出したことはないと主
張した。また2カ所の施設についても，当該施
設は核事業とは無関係の軍事施設であり，すで
に一度査察団の立ち入りを認めた際に核物質が
ないことは確認されたはずであるとして，査察
を拒否した。
　この疑惑に関して，IAEAの疑念のとおり朝
鮮が核物質を隠匿していたのか，あるいは朝鮮
側の主張のとおり申告した以上のプルトニウム
の抽出はなかったのか，どちらが正しいかは現
在の資料状況では不明である。IAEAは当該施
設2カ所についてさらなる立入調査を朝鮮側に
要求したが，朝鮮側に拒否された。するとアメ
リカと韓国が，朝鮮に圧力をかけるために「チー
ムスピリット」を復活させた。朝鮮は，この演
習に対抗して1993年3月に「準戦時態勢」を宣
布して臨戦態勢をとるとともに，核査察の受け
入れを義務付けている核拡散防止条約（NPT）
からの脱退を表明し，アメリカとの直接対話を
要求した。
　アメリカは朝鮮の要求に応じ，1993年6月
にジュネーヴで始まった核に関する朝米会談で
は，朝鮮はNPT脱退を留保し，翌94年3月に

IAEAの査察も再開された。しかし，IAEAは
核物質の軍事転用如何が確認できなかったと発
表した。すると，アメリカの意向を受けた韓国
政府が「チームスピリット」の続行と「ペトリ
オット」地対空ミサイルの導入をちらつかせた。
これに対して，朝鮮側は南北対話の席で，戦争
になればソウルは「火の海」になると南側に警
告した。韓国側は平壌北方まで進出する韓米連
合作戦「5027」の概要を公表し，南北対話を
打ち切るとともに，「ペトリオット」の配備に
入った。軍事的緊張が高まるなか，朝鮮側は試
験用原子炉の使用済み燃料の交換作業を実施
し，5月27日にIAEAはこの作業によって過去
のプルトニウム抽出量を調べる機会が失われた
と発表した。するとアメリカは，国連安保理で
の経済制裁決議の準備に入った。朝鮮側も経済
制裁は「宣戦布告」とみなすと発表した。
　この時期の軍事的緊張に関して，米軍は核施
設に関する限定攻撃の実施を検討していたこと
を当時のペリー国防長官が後に明らかにして
い る（Annals of the American Academy 
of Political and Social Science, No.607, 
2006年）。しかし一方で，戦争を回避する努力
も始まった。朝鮮側は核施設を凍結する用意が
あることをアメリカ側に伝達し，アメリカ側か
らもカーネギー財団のハリソン研究員，続いて
カーター元大統領が平壌を訪問し，戦争を回避
する対話に入った。そして，1994年10月21日
に朝米基本合意文が調印された。この合意文
には，朝鮮の核に関して，朝鮮側が現有の黒鉛
減速炉とその関連施設を凍結して最終的に解体
する代わりに，アメリカが国際事業体を組織し
て総計200万kWの軽水炉を朝鮮に供与する調
整を行い，軽水炉1号基完成まで暫定的代替エ
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ネルギーとして重油を提供することが定めら
れた。さらにこの合意文では，双方が3カ月以
内に通商・投資面での障壁を除去すること，双
方の首都に将来の大使級外交関係の設定を前提
とした連絡事務所を設置することなどが記され
た。結局のところ，朝鮮は瀬戸際政策によって，
それまで模索していたアメリカとの関係改善を
軌道に乗せることができ，基本合意文の調印は
朝鮮の内部に大きな勝利感をもたらした。
　アメリカが懸念するもう一つの問題であるミ
サイル問題に関しても，1996年4月にベルリ
ンで朝米の会談が始まった。この時点では，ア
メリカは朝鮮が中東諸国などにミサイルを輸出
することを問題視し，輸出をやめさせることを
目標としていた。しかし，1998年8月に朝鮮
で人工衛星が発射され，大気圏を超すロケット
の開発能力が示されると，アメリカ側にとって，
将来的に朝鮮がアメリカ本土に対して攻撃能力
を持つようになることが問題になった。1999
年5月に元国防長官のペリー国務省政策調整官
が特使として平壌を訪問し，ミサイル問題を含
めて朝鮮側と協議し，9月15日にクリントン大
統領に報告書を提出した。
　このペリー報告は，アメリカの対朝鮮政策の
段階を，短期的には朝鮮側のミサイル開発抑制
とアメリカ側の経済制裁緩和，中期的には朝鮮
側のミサイル開発計画中断の保障，長期的には
朝鮮半島の冷戦終熄とすることを建議し，大
統領権限で朝鮮に対する経済制裁措置を緩和
することを勧告したものであった。この勧告に

基づき，クリントン大統領は17日に，朝鮮に
対する一連の経済制裁措置を解除することを発
表し，それに対して，朝鮮側も24日に，「朝米
の協議が継続する限り，ミサイルを発射しな
い｣と発表した。こうして朝米の緊張が緩和さ
れると，1994年の朝米基本合意文に基づく軽
水炉建設に関しても，アメリカが主導する国
際事業体である朝鮮半島エネルギー開発機構

（KEDO）と韓国電力公社との間で1995年12
月15日に軽水炉本体の工事に対する契約が締
結され，建設が本格的に推進されるようになっ
た。
　しかし，1994年の基本合意文や1999年の
ペリー報告に示された関係改善のプロセスは，
2000年末のアメリカの大統領選挙の結果，民
主党から共和党への政権交代が決まったことで
停滞することになり，後に共和党は対朝鮮政策
の見直しに入った。
　なお，日本との関係は，1990年9月に自民党・
社会党代表団が訪朝した際に，朝鮮側が国交正
常化交渉の開始を提案したことで，翌91年か
ら外交当局による交渉が開始された。しかし，
当時，朝鮮側が否定していた日本人拉致疑惑問
題に関する協議が進まなかったことから1992
年11月に交渉は中断した。1997年11月にも日
本から連立与党代表団が訪問し，1999年12月
には超党派の国会議員による代表団が訪朝した
が，1990年代のうちは国交正常化交渉に大き
な進展は見られなかった。

（地域研究センター）
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